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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　実質的に平行な長手方向の絶縁導体を１つ以上含む伝導体セットと、
　前記伝導体セットの周辺に配置される２つの概ね平行な遮蔽フィルムであって、前記絶
縁導体の少なくとも１つと実質的に同心である同心部分と、前記遮蔽フィルムが実質的に
平行である平行部分と、を含む、２つの遮蔽フィルムと、
　前記遮蔽フィルム及び前記伝導体セットによって画定され、前記遮蔽フィルムの前記同
心部分と前記平行部分との間に緩やかな移行を提供する、移行部分と、を含み、
　前記移行部分は、前記絶縁導体の導体部分の直径未満である側部長さを有し、当該側部
長さが前記同心部分に近い方の長さである、遮蔽された電気ケーブル。
【請求項２】
　前記移行部分が、実質的に前記絶縁導体の断面積以下である断面積を含む、請求項１に
記載の遮蔽された電気ケーブル。
【請求項３】
　前記移行部分が、前記絶縁導体の長さに沿って実質的に同じである断面積を含む、請求
項１に記載の遮蔽された電気ケーブル。
【請求項４】
　前記遮蔽された電気ケーブルが、前記伝導体セットの両側に配置される移行部分を含む
、請求項１に記載の遮蔽された電気ケーブル。
【請求項５】
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　前記遮蔽フィルム間に配置され、前記遮蔽フィルムを互いに、前記伝導体セットの両側
で結合させる順応性接着層を更に含む、請求項１に記載の遮蔽された電気ケーブル。
【請求項６】
　前記絶縁導体が絶縁厚さを有し、前記移行部分が前記絶縁厚さ未満の前記側部長さを有
する、請求項１に記載の遮蔽された電気ケーブル。
【請求項７】
　前記伝導体セット、前記遮蔽フィルム、及び前記移行部分が協働してインピーダンス制
御関係に構成される、請求項１に記載の遮蔽された電気ケーブル。
【請求項８】
　概ね単一平面に配置される複数の離間された伝導体セットであって、前記各伝導体セッ
トは、実質的に平行な長手方向の絶縁導体を１つ以上含む、伝導体セットと、
　前記伝導体セットの周辺に配置される２つの概ね平行な遮蔽フィルムであって、前記絶
縁導体の少なくとも１つと実質的に同心である複数の同心部分と、前記遮蔽フィルムが実
質的に平行である複数の平行部分と、を含む、２つの遮蔽フィルムと、
　前記遮蔽フィルム及び前記伝導体セットによって画定され、前記遮蔽フィルムの前記同
心部分と前記平行部分との間に緩やかな移行を提供する、複数の移行部分と、を含み、
　前記移行部分は、対応する前記絶縁導体の導体部分の直径未満である側部長さを有し、
当該側部長さが前記同心部分に近い方の長さである、遮蔽された電気ケーブル。
【請求項９】
　前記移行部分が前記各伝導体セットの両側に配置される、請求項８に記載の遮蔽された
電気ケーブル。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は概して、電気信号の伝送用の遮蔽された電気ケーブルに関する。具体的に、本
発明はマス終端され、かつ高速電気的特性を提供することができる遮蔽された電気ケーブ
ルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気信号の伝送用の電気ケーブルが周知である。電気ケーブルの１つの一般的なタイプ
は同軸ケーブルである。同軸ケーブルは概して、絶縁体によって包囲された導電性ワイヤ
を含む。ワイヤ及び絶縁体は遮蔽体によって包囲され、ワイヤ、絶縁体、及び遮蔽体はジ
ャケットによって包囲されている。電気ケーブルの他の一般的なタイプは、（例えば金属
箔によって）形成された遮蔽層によって包囲された１つ以上の絶縁信号導体を含む遮蔽さ
れた電気ケーブルである。遮蔽層の電気的接続を促進するために、更なる絶縁されていな
い伝導体が、遮蔽層と信号導体の絶縁体との間に提供される。電気ケーブルのこれらの一
般的なタイプは両方とも、終端のために特別に設計されたコネクタの使用を通常必要とし
、しばしば、マス終端技法の使用、すなわち複数の伝導体を個々のコンタクト要素（例え
ば電気コネクタの電気コンタクト、又はプリント基板上のコンタクト要素など）に同時に
接続するのには適していない。電気ケーブルは、これらのマス終端技法を促進するために
開発されてきたが、これらのケーブルはしばしば、それらを量産する能力、それらの終端
端部を調製する能力、それらの可撓性、及びそれらの電気性能において制約を有する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　高速電気及び電子構成要素における進歩という観点から、高速信号を伝送することがで
き、マス終端技法を促進し、費用効率が高く、かつ多くの用途で使用することができる電
気ケーブルに対する必要性が引き続き存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
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　一態様では、本発明は、伝導体セットと、この伝導体セットの周辺に配置される２つの
概ね平行な遮蔽フィルムと、遮蔽フィルム及び伝導体セットによって画定される移行部分
と、を含む、遮蔽された電気ケーブルを提供する。伝導体セットは、１つ以上の実質的に
平行な長手方向の絶縁導体を含む。遮蔽フィルムは、伝導体の少なくとも１つと実質的に
同心である同心部分と、遮蔽フィルムが実質的に平行である平行部分と、を含む。移行部
分は、遮蔽フィルムの同心部分と平行部分との間に緩やかな移行を提供する。
【０００５】
　他の態様では、本発明は、概ね単一平面に配置される複数の離間された伝導体セットと
、この伝導体セットの周辺に配置される２つの概ね平行な遮蔽フィルムと、遮蔽フィルム
及び伝導体セットによって画定される複数の移行部分と、を含む、遮蔽された電気ケーブ
ルを提供する。各伝導体セットは、１つ以上の実質的に平行な長手方向の絶縁導体を含む
。遮蔽フィルムは、伝導体の少なくとも１つと実質的に同心である複数の同心部分と、遮
蔽フィルムが実質的に平行である複数の平行部分と、を含む。移行部分は、遮蔽フィルム
の同心部分と平行部分との間に緩やかな移行を提供する。
【０００６】
　上記の本発明の概要は、開示される実施形態のそれぞれ、又は本発明の全ての実施の態
様を述べることを目的としたものではない。以下の添付図面及び詳細な説明により、例示
的な実施形態をより具体的に例示する。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの代表的な実施形態の斜視図。
【図２ａ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの５つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図２ｂ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの５つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図２ｃ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの５つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図２ｄ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの５つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図２ｅ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの５つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図３】プリント基板に終端された図１の２つの遮蔽された電気ケーブルの斜視図。
【図４ａ】本発明の態様に従って遮蔽された電気ケーブルの代表的な終端プロセスの平面
図。
【図４ｂ】本発明の態様に従って遮蔽された電気ケーブルの代表的な終端プロセスの平面
図。
【図４ｃ】本発明の態様に従って遮蔽された電気ケーブルの代表的な終端プロセスの平面
図。
【図４ｄ】本発明の態様に従って遮蔽された電気ケーブルの代表的な終端プロセスの平面
図。
【図５】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の平面図
。
【図６】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の平面図
。
【図７ａ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの４つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図７ｂ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの４つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図７ｃ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの４つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
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【図７ｄ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの４つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図８ａ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの３つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図８ｂ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの３つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図８ｃ】本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの３つの他の代表的な実施形態の
正面断面図。
【図９ａ】プリント基板に終端された本発明の一態様による電気式アセンブリの代表的な
実施形態のそれぞれ平面図及び部分的な前側断面図。
【図９ｂ】プリント基板に終端された本発明の一態様による電気式アセンブリの代表的な
実施形態のそれぞれ平面図及び部分的な前側断面図。
【図１０ａ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法をそ
れぞれ示す斜視図。
【図１０ｂ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法をそ
れぞれ示す斜視図。
【図１０ｃ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法をそ
れぞれ示す斜視図。
【図１０ｄ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法をそ
れぞれ示す斜視図。
【図１０ｅ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法をそ
れぞれ示す斜視図。
【図１０ｆ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法をそ
れぞれ示す正面断面図。
【図１０ｇ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法をそ
れぞれ示す正面断面図。
【図１１ａ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法の詳
細を示す正面断面図。
【図１１ｂ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法の詳
細を示す正面断面図。
【図１１ｃ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的な方法の詳
細を示す正面断面図。
【図１２ａ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の正
面断面図。
【図１２ｂ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の正
面断面図に対応する詳細図。
【図１３ａ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の正
面断面図。
【図１３ｂ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の正
面断面図。
【図１４ａ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の正
面断面図。
【図１４ｂ】本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態の正
面断面図。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下の好適な実施形態の詳細な説明では、その一部をなす添付の図面を参照する。添付
の図面は、本発明を実施することが可能な具体的な実施形態を例として示す。他の実施形
態の使用も可能であり、また本発明の範囲から逸脱することなく構造上又は論理上の変更
を行いうる点は理解されるであろう。したがって、以下の詳細な説明は限定的な意味で解
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釈されるべきものではなく、本発明の範囲は添付の「特許請求の範囲」によって定義され
るものである。
【０００９】
　ここで図を参照すると、図１は本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの代表的
な実施形態を示す。遮蔽された電気ケーブル２は、概ね単一平面に配置される複数の離間
された伝導体セット４を含む。各伝導体セットは、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁
導体６を含む。絶縁導体６は、絶縁信号線、絶縁電源線、又は絶縁接地線を含む場合があ
る。２つの概ね平行な遮蔽フィルム８は、伝導体セット４の周辺に配置される。順応性接
着層１０は、遮蔽フィルム８間に配置され、遮蔽フィルム８を互いに各伝導体セット４の
両側上で結合する。一実施形態では、伝導体セット４は、実質的に曲線状の断面形状を有
し、遮蔽フィルム８は、この断面形状に実質的に適合し、かつこれを維持するように伝導
体セット４の周辺に配置される。断面形状を維持することは、伝導体セット４の設計にお
いて意図されるように、伝導体セット４の電気的特性を維持する。伝導体セットの周辺に
導電性遮蔽体を配置することが、伝導体セットの断面形状を変化させる場合には、これは
いくつかの従来の遮蔽された電気ケーブルをしのぐ利点である。
【００１０】
　図１に示される実施形態では、各伝導体セット４は２つ絶縁導体６を含むが、他の実施
形態では、各伝導体セット４は１つ以上の絶縁導体６を含む場合がある。例えば、図１に
示されるように、それぞれが２つの絶縁導体６を含む４つの伝導体セット４を含む遮蔽さ
れた電気ケーブル２の代わりに、遮蔽された電気ケーブル２は、８つの絶縁導体６を含む
１つの伝導体セット４、又はそれぞれが１つの絶縁導体６を含む８つの伝導体セット４を
含んでもよい。伝導体セット４及び絶縁導体６の配置におけるこの可撓性は、遮蔽された
電気ケーブル２が対象用途に適するように構成されるのを可能にする。例えば、伝導体セ
ット４及び絶縁導体６は、複数の二芯同軸ケーブル（すなわち、それぞれが２つの絶縁導
体６を含む複数の伝導体セット４、複数の同軸ケーブル、すなわち、それぞれが１つの絶
縁導体６を含む複数の伝導体セット、又はこれらの組み合わせ）を形成するように構成さ
れてもよい。他の実施形態において、伝導体セット４は、１つ以上の絶縁導体６の周辺に
配置される導電性遮蔽体（図示せず）、及び導電性遮蔽体の周辺に配置される絶縁ジャケ
ット（図示せず）を更に含んでもよい。
【００１１】
　図１に図示される実施形態では、遮蔽された電気ケーブル２は、任意の長手方向の接地
導体１２を更に含む。接地導体１２は、接地線又はドレイン線を含んでもよい。接地導体
１２は、絶縁導体６から離間され、実質的に絶縁導体６と同じ方向に延在する。伝導体セ
ット４及び接地導体１２は、概ね単一平面に配置される。遮蔽フィルム８は、接地導体１
２の周辺に配置され、順応性接着層１０は、遮蔽フィルム８を互いに接地導体１２の両側
上で結合する。接地導体１２は遮蔽フィルム８の少なくとも１つと電気的に接触し得る。
【００１２】
　図２ａ～２ｅは、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの様々な代表的な実施形
態を図示する。図２ａ～２ｅはとりわけ、２つの遮蔽フィルム間に配置される伝導体の配
置の様々な例を図示することを意図する。
【００１３】
　図２ａを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１０２は、単一の伝導体セット１０４を
含む。伝導体セット１０４は、単一の長手方向の絶縁導体１０６を含む。２つの概ね平行
な遮蔽フィルム１０８は、伝導体セット１０４の周辺に配置される。順応性接着層１１０
は、遮蔽フィルム１０８間に配置され、遮蔽フィルム１０８を互いに伝導体セット１０４
の両側上で結合する。遮蔽された電気ケーブル１０２は、任意の長手方向の接地導体１１
２を更に含む。接地導体１１２は、絶縁導体１０６から離間され、かつ実質的に絶縁導体
１０６と同じ方向に延在する。伝導体セット１０４及び接地導体１１２は、概ね単一平面
に配置される。遮蔽フィルム１０８は、接地導体１１２の周辺に配置され、順応性接着層
１１０は、遮蔽フィルム１０８を互いに接地導体１１２の両面上で結合する。接地導体１



(6) JP 6157342 B2 2017.7.5

10

20

30

40

50

１２は遮蔽フィルム１０８の少なくとも１つと電気的に接触してもよい。絶縁導体１０６
は、同軸の又はシングルエンドケーブル構成に効果的に配置される。
【００１４】
　図２ｂを参照すると、遮蔽された電気ケーブル２０２は、図２ａに図示される遮蔽され
た電気ケーブル１０２と類似している。遮蔽された電気ケーブル１０２が、単一の長手方
向の絶縁導体１０６を含む単一の伝導体セット１０４を含む場合、遮蔽された電気ケーブ
ル２０２は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体２０６を含む単一の伝導体セット
２０４を含む。絶縁導体２０６は、概ね単一平面に、かつ二芯同軸又は差動ペアケーブル
構成に効果的に配置される。
【００１５】
　図２ｃを参照すると、遮蔽された電気ケーブル３０２は、図２ａに図示される遮蔽され
た電気ケーブル１０２と類似している。遮蔽された電気ケーブル１０２は、単一の長手方
向の絶縁導体１０６を含む単一の伝導体セット１０４を含む場合、遮蔽された電気ケーブ
ル３０２は、２つの長手方向の絶縁導体３０６を含む単一の伝導体セット３０４を含む。
絶縁導体３０６は、ツイストペアケーブル構成に効果的に配置され、これによって絶縁導
体３０６は長手方向において互いに巻き付く。
【００１６】
　図２ｄを参照すると、遮蔽された電気ケーブル４０２は、図２ａに図示される遮蔽され
た電気ケーブル１０２と類似している。遮蔽された電気ケーブル１０２が、単一の長手方
向の絶縁導体１０６を含む単一の伝導体セット１０４を含む場合、遮蔽された電気ケーブ
ル４０２は、４つの長手方向の絶縁導体４０６を含む単一の伝導体セット４０４を含む。
絶縁導体４０６は、カッドケーブル構成に効果的に配置され、これによって絶縁導体４０
６は長手方向に互いに巻き付くことができ、又は実質的に平行であってもよい。
【００１７】
　図２ａ～２ｄを再び参照すると、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの更なる
実施形態は、概ね単一平面に配置される複数の離間された伝導体セット１０４、２０４、
３０４若しくは４０４、又はこれらの組み合わせを含んでもよい。所望により、遮蔽され
た電気ケーブルは、伝導体セットの絶縁導体から離間され、かつ概ねこれと同じ方向に延
在する複数の接地導体１１２を含んでもよく、ここでは伝導体セット及び接地導体は概ね
単一平面に配置される。図２ｅは、このような遮蔽された電気ケーブルの代表的な実施形
態を図示する。
【００１８】
　図２ｅを参照すると、遮蔽された電気ケーブル５０２は、概ね単一平面に配置される複
数の離間された伝導体セット１０４、２０４を含む。遮蔽された電気ケーブル５０２は、
伝導体セット１０４、２０４の間に、及び遮蔽された電気ケーブル５０２の両端において
配置される任意の接地導体１１２を更に含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム５０８は、
伝導体セット１０４、２０４、及び接地導体１１２の周辺に配置される。順応性接着層５
１０は遮蔽フィルム５０８間に配置され、遮蔽フィルム５０８を互いに各伝導体セット１
０４、２０４の両面上で、並びに各接地導体を結合する。遮蔽された電気ケーブル５０２
は、同軸ケーブル構成（伝導体セット１０４）及び二芯同軸ケーブル構成（伝導体セット
２０４）の組み合わせを含み、したがってハイブリッドケーブル構成と呼ばれることがあ
る。
【００１９】
　図３は、プリント基板１４に終端された２つの遮蔽された電気ケーブルを図示する。絶
縁導体６及び接地導体１２は概ね単一平面に配置されるため、遮蔽された電気ケーブル２
はマスストリッピング（mass-stripping）、すなわち遮蔽フィルム８及び絶縁導体６の同
時のストリッピング、及びマス終端、すなわち絶縁導体６及び接地導体１２のストリップ
された端部の同時の終端に好適であり、これはより自動化されたケーブル組み立てプロセ
スを可能にする。これは、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの利点である。図
３において、絶縁導体６及び接地導体１２のストリップされた端部は、プリント基板１４
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上のコンタクト要素１６に終端される。他の実施形態において、絶縁導体６及び接地導体
１２のストリップされた端部は、任意の好適な終端ポイント、例えば電気コネクタの電気
コンタクトなどに終端されてもよい。
【００２０】
　図４ａ～４ｄは、遮蔽された電気ケーブル２のプリント基板１４への代表的な終端プロ
セスを図示する。この終端プロセスは、マス終端プロセスであってもよく、ストリッピン
グ（図４ａ～４ｂ）、位置合わせ（図４ｃに図示される）、及び終端（図４ｄに図示され
ている）の工程を含む。遮蔽された電気ケーブル２を形成するとき、遮蔽された電気ケー
ブル２の伝導体セット４、絶縁導体６、及び接地導体１２は、プリント基板１４上のコン
タクト要素１６の配置に適合するようにされ得、これは位置合わせ又は終端の間に遮蔽さ
れた電気ケーブル２の終端部のいずれか著しい操作を排除する。
【００２１】
　図４ａに図示されている工程では、遮蔽フィルム８の終端部８ａは削除されている。任
意の好適な方法、例えば機械的ストリッピング又はレーザーストリッピングが使用されて
もよい。この工程は、絶縁導体６及び接地導体１２の終端部を露出させる。一態様におい
て、遮蔽フィルム８の終端部８ａのマスストリッピングは、それらが、絶縁導体６の絶縁
体から別個の一体化されて接続された層を形成するために、可能である。絶縁導体６から
遮蔽フィルム８を取り除くことは、これらの位置における短絡に対する保護を可能にし、
また、絶縁導体６及び接地導体１２の露出した終端部の独立した動きをもたらす。図４ｂ
に図示された工程では、絶縁導体６の絶縁体の終端部６ａが取り除かれている。任意の好
適な方法、例えば機械的ストリッピング又はレーザーストリッピングが使用されてもよい
。この工程は、絶縁導体６の伝導体の終端部を露出させる。図４ｃに図示される工程では
、遮蔽された電気ケーブル２は、遮蔽された電気ケーブル２の絶縁導体６の伝導体の終端
部と、接地導体１２の終端部が、プリント基板１４のコンタクト要素１６と位置合わせさ
れるように、プリント基板１４と位置合わせされる。図４ｄに図示された工程では、遮蔽
された電気ケーブル２の絶縁導体６の伝導体の終端部、及び接地導体１２の終端部は、プ
リント基板１４のコンタクト要素１６に終端される。使用され得る好適な終端方法の例に
は、いくつかの例を挙げると、はんだ付け、溶接、圧締め、機械的圧締め、接着結合が挙
げられる。
【００２２】
　図５は、本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態を図示
する。遮蔽された電気ケーブル６０２は、図１に図示される遮蔽された電気ケーブル２と
類似している。更に、遮蔽された電気ケーブル６０２は、伝導体セット４間に配置される
複数の長手方向の分割部１８を含む。分割部１８は、遮蔽された電気ケーブル６０２の長
さの少なくとも部分に沿って、個々の伝導体セット４を分離し、これによって遮蔽された
電気ケーブル６０２の少なくとも横方向の可撓性を増加させる。これは、遮蔽された電気
ケーブル６０２が、例えば曲線状の外側ジャケットの内部により容易に配置されるのを可
能にする。他の実施形態では、分割部１８は、例えば個々の又は複数の伝導体セット４及
び接地導体１２を分離するように配置されてもよい。伝導体セット４及び接地導体１２の
間隔を維持するために、分割部１８は、遮蔽された電気ケーブル６０２の長さに沿って不
連続であってもよい。遮蔽された電気ケーブル６０２の少なくとも１つの終端部Ａにおい
て、伝導体セット４と接地導体１２の間隔を維持するために、かつこれによってマス終端
能力を維持するために、分割部１８は終端部Ａの一方又は両方内に延在しない場合がある
。分割部１８は任意の好適な方法、例えばレーザー切断又はパンチング等を使用して、遮
蔽された電気ケーブル６０２に形成されてもよい。長手方向の分割部の代わりに、又はこ
れと組み合わせて、開口部の他の好適な形状、例えば穴などが遮蔽された電気ケーブル６
０２に形成されて、遮蔽された電気ケーブル６０２の少なくとも横方向の可撓性を増加さ
せてもよい。
【００２３】
　図６は、本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの他の代表的な実施形態を図示
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する。遮蔽された電気ケーブル７０２は、図５に図示される遮蔽された電気ケーブル６０
２と類似している。効果的に、遮蔽された電気ケーブル７０２では、伝導体セット４の１
つは２つの接地導体１２によって置き換えられる。遮蔽された電気ケーブル７０２は、長
手方向の分割部１８及び１８’を含む。分割部１８は、遮蔽された電気ケーブル７０２の
長さの部分に沿って個々の伝導体セット４を分離し、遮蔽された電気ケーブル７０２の終
端部Ａ内には延在しない。分割部１８’は、遮蔽された電気ケーブル７０２の長さに沿っ
て個々の伝導体セット４を分離し、遮蔽された電気ケーブル７０２の終端部Ａ内に延在し
、これは遮蔽された電気ケーブル７０２を２つの個々の遮蔽された電気ケーブル７０２’
、７０２”に効果的に分割する。遮蔽フィルム８及び接地導体１２は、遮蔽された電気ケ
ーブル７０２’、７０２”のそれぞれにおいて連続した接地面を提供する。この代表的な
実施形態は、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの平行処理能力の利点を示し、
これによって複数の遮蔽された電気ケーブルが同時に形成され得る。
【００２４】
　図７ａ～７ｄは、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの、４つの他の代表的な
実施形態を図示する。図７ａ～７ｅはとりわけ、遮蔽された電気ケーブルの遮蔽フィルム
の構造体の様々な実施例を図示することを意図する。一態様では、遮蔽フィルムの少なく
とも１つは、導電性層及び非導電性高分子層を含む場合がある。導電性層は、銅、銀、ア
ルミニウム、金、及びこれらの合金を含むが、これに限定されない任意の好適な導電材料
を含んでもよい。非導電性高分子層は、ポリエステル、ポリイミド、ポリアミド－イミド
、ポリテトラフルオロエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリフェニレンスルフ
ィド、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、シリコーンゴム、エチレンプロピ
レンジエンゴム、ポリウレタン、アクリレート、シリコーン、天然ゴム、エポキシ、及び
合成ゴム接着剤を含むが、これに限定されない任意の好適な高分子材料を含み得る。非導
電性高分子層は、対象用途に好適な特性をもたらすために、１つ以上の接着剤及び／又は
充填剤を含む場合がある。別の態様において、遮蔽フィルムの少なくとも１つは、導電性
層と非導電性高分子層との間に配置される積層接着層を含んでもよい。別の態様において
、遮蔽フィルムの少なくとも１つは、単独型の導電性フィルムを含んでもよい。遮蔽フィ
ルムの構造体は、例えば、遮蔽された電気ケーブルの可撓性、電気性能、及び構成（例え
ば、接地導体の存在及び位置など）など、対象用途に好適な設計パラメータの数を基準と
して選択されてもよい。一実施形態では、一体形成された遮蔽フィルムを含む。一実施形
態では、遮蔽フィルムは０．０１ｍｍ～０．０５ｍｍの範囲の厚さを有する。遮蔽フィル
ムは、伝導体セットの間の絶縁、遮蔽、及び精密な間隔を提供し、かつより自動化され、
より低いコストのケーブル製造プロセスを可能にする。更に、遮蔽フィルムは、「シグナ
ルサックアウト（signal suck-out）」すなわち、共振（これによって高信号減衰が特定
の周波数帯域で生じる）として知られる現象を防ぐ。この現象は一般的に、導電性遮蔽体
が伝導体セットの周囲に巻き付けられている従来の遮蔽された電気ケーブルに発生する。
【００２５】
　図７ａを参照すると、遮蔽された電気ケーブル８０２は、単一の伝導体セット８０４を
含む。伝導体セット８０４は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体８０６を含む。
２つの概ね平行な遮蔽フィルム８０８は、伝導体セット８０４の周辺に配置される。遮蔽
フィルム８０８は、遮蔽フィルム８０８を互いに伝導体セット８０４の両面上で結合する
順応性接着層８１０を含む。絶縁導体８０６は、概ね単一平面に、かつ二芯同軸又は差動
ペアケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽フィルム８０８は、導電性層８０８ａ及び
非導電性高分子層８０８ｂを含む。非導電性高分子層８０８ｂは、絶縁導体８０６に面す
る。導電性層８０８ａは、任意の好適な方法を使用して、非導電性高分子層８０８ｂ上に
堆積されてもよい。
【００２６】
　図７ｂを参照すると、遮蔽された電気ケーブル９０２は、単一の伝導体セット９０４を
含む。伝導体セット９０４は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体９０６を含む。
２つの概ね平行な遮蔽フィルム９０８は、伝導体セット９０４の周辺に配置される。遮蔽
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フィルム９０８は、遮蔽フィルム９０８を互いに伝導体セット９０４の両面上で結合する
順応性接着層９１０を含む。絶縁導体９０６は、概ね単一平面に、かつ二芯同軸又は差動
ペアケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽フィルム９０８は、導電性層９０８ａ及び
非導電性高分子層９０８ｂを含む。導電性層９０８ａは、絶縁導体９０６に面する。導電
性層９０８ａは、任意の好適な方法を使用して、非導電性高分子層９０８ｂ上に堆積され
てもよい。
【００２７】
　図７ｃを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１００２は、単一の伝導体セット１００
４を含む。伝導体セット１００４は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体１００６
を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム１００８は、伝導体セット１００４の周辺に配置
される。遮蔽フィルム１００８は、遮蔽フィルム１００８を互いに伝導体セット１００４
の両面上で結合する順応性接着層１０１０を含む。絶縁導体１００６は、概ね単一平面に
、かつ二芯同軸又は差動ペアケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽フィルム１００８
は、単独型の導電性フィルムを含む。
【００２８】
　図７ｄを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１１０２は、単一の伝導体セット１１０
４を含む。伝導体セット１１０４は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体１１０６
を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム１１０８は、伝導体セット１１０４の周辺に配置
される。遮蔽フィルム１１０８は、遮蔽フィルム１１０８を互いに伝導体セット１１０４
の両面上で結合する順応性接着層１１１０を含む。絶縁導体１１０６は、概ね単一平面に
、かつ二芯同軸又は差動ペアケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽フィルム１１０８
は、導電性層１１０８ａと、非導電性高分子層１１０８ｂと、導電性層１１０８ａと非導
電性高分子層１１０８ｂとの間に配置される積層接着層１１０８ｃとを含み、これによっ
て導電性層１１０８ａを非導電性高分子層１１０８ｂに積層する。導電性層１１０８ａは
絶縁導体１１０６に面する。
【００２９】
　図１を再び参照すると、遮蔽された電気ケーブル２の順応性接着層１０は、遮蔽フィル
ム８の間に配置され、遮蔽フィルム８を互いに各伝導体セット４の両面上で結合する。一
実施形態では、順応性接着層１０は、遮蔽フィルム８の１つの上に配置されてもよい。他
の実施形態では、順応性接着層１０は、両方の遮蔽フィルム８上に配置されてもよい。順
応性接着層１０は絶縁接着剤を含み、遮蔽フィルム８の間に絶縁性結合を提供してもよい
。任意に、順応性接着層１０は、遮蔽フィルム８の少なくとも１つと絶縁導体６との間に
、並びに遮蔽フィルム８の少なくとも１つと接地導体１２との間に絶縁性結合を提供して
もよい。順応性接着層１０は導電性接着剤を含み、遮蔽フィルム８の間に導電性結合を提
供してもよい。任意に、順応性接着層１０は、遮蔽フィルム８の少なくとも１つと接地導
体１２との間に導電性結合を提供してもよい。好適な導電性接着剤は、電流の流れを提供
するために導電性粒子を含む。導電性粒子は、現在使用されている任意のタイプの粒子、
例えば、球体、フレーク、ロッド、立方体、非晶質、又は他の粒子形状であってあり得る
。それらは、カーボンブラック、カーボンファイバー、ニッケル球体、ニッケルがコーテ
ィングされた銅球体、金属がコーティングされた酸化物、金属がコーティングされた高分
子繊維、又は他の類似の導電性粒子など、固体又は実質的に固体粒子であってもよい。こ
れらの導電性粒子は、銀、アルミニウム、ニッケル、又は酸化インジウムスズなどの導電
材料でめっきされている若しくはコーティングされている電気絶縁材料から作製されても
よい。金属がコーティングされた絶縁材料は、実質的に中空の粒子、例えば中空のガラス
球体であってもよく、又はガラスビーズ若しくは金属酸化物など中実材料を含んでもよい
。導電性粒子は、カーボンナノチューブなど、約数十マイクロメートルから、ナノメータ
ーサイズの大きさまでの材料であってもよい。好適な導電性接着剤はまた、導電性高分子
マトリックスを含んでもよい。一態様では、順応性接着層１０は、遮蔽フィルム８の全体
長さ及び幅に沿って延在する連続的な接着層を含んでもよい。他の態様では、順応性接着
層１０は、不連続の接着層を含んでもよい。例えば、順応性接着層１０は、遮蔽フィルム
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８の長さ又は幅に沿った一部分においてのみ存在する場合がある。一実施形態では、不連
続の接着層１０は、例えばそれぞれ伝導体セット４及び接地導体１２の両面上に配置され
る、複数の長手方向の接着剤ストライプを含む。一実施形態では、順応性接着層１０は、
感圧接着剤、ホットメルト接着剤、熱硬化性接着剤、及び硬化性接着材のうちの少なくと
も１つを含む。一実施形態では、順応性接着層１０は、１つ以上の絶縁導体６と遮蔽フィ
ルム８との間の結合よりも実質的に強い、遮蔽フィルム間の結合を提供するように構成さ
れる。これは、したがって例えば接着剤の配合物を選択することによって達成することが
できる。この接着剤の構成の利点は、遮蔽フィルム８が、絶縁導体６の絶縁体から容易に
ストリップ可能であるということである。他の実施形態では、順応性接着層１０は、遮蔽
フィルム８間の結合と、１つ以上の絶縁導体６と遮蔽フィルム８との間の、実質的に同様
に強い結合を提供するように構成される。この接着剤の構成の利点は、絶縁導体６が遮蔽
フィルム８間に固定されるということである。遮蔽された電気ケーブル２の曲げに関して
、これは相対運動がほとんどなく、したがって遮蔽フィルム８の座屈の可能性の低減を可
能にする。好適な結合強度は対象用途によって選択されてもよい。一実施形態では、順応
性接着層１０は約０．１３ｍｍ未満の厚さを有する。好ましい実施形態では、順応性接着
層１０は約０．０５ｍｍ未満の厚さを有する。
【００３０】
　順応性接着層１０は、遮蔽された電気ケーブル２の所望の機械及び電気性能特性を達成
するように適合してもよい。一態様では、順応性接着層１０は、伝導体セット４間の領域
において遮蔽フィルム８の間でより薄くあるように適合されてもよく、これは遮蔽された
電気ケーブル２の少なくとも横方向の可撓性を増加させる。これは、遮蔽された電気ケー
ブル２が、例えば曲線状の外側ジャケットの内部により容易に配置されるのを可能にする
。他の態様において、順応性接着層１０は、伝導体セット４に直接隣接する領域でより厚
く適合されてもよく、かつ伝導体セット４に実質的に適合してもよい。これは、これらの
領域で遮蔽フィルム８の機械的強度を増加させ、遮蔽フィルム８の曲線形状を形成するの
を可能にし、これは例えばケーブルの折り曲げ中に、遮蔽された電気ケーブル２の耐久性
を増加させる。更に、これは、遮蔽された電気ケーブル２の長さに沿って、遮蔽フィルム
８に対して絶縁導体６の位置及び間隔を維持するのに役立ち、これは遮蔽された電気ケー
ブル２の均一なインピーダンス及び優れた信号の完全性につながる。別の態様において、
順応性接着層１０は、伝導体セット４間の領域において遮蔽フィルム８間で効果的に部分
的に又は完全に除去されるように適合してもよい。結果として、遮蔽フィルム８はこれら
の領域で互いに電気的に接触し、これは遮蔽された電気ケーブル２の電気性能を増加させ
る。別の態様において、順応性接着層１０は、遮蔽フィルム８の少なくとも１つと、接地
導体１２との間で、効果的に部分的に又は完全に除去されるように適合してもよい。結果
として、接地導体１２はこれらの領域において遮蔽フィルム８の少なくとも１つと電気的
に接触し、これは遮蔽された電気ケーブル２の電気性能を増加させる。薄い順応性接着層
１０が遮蔽フィルム８の少なくとも１つと接地導体１２との間に存在する場合であっても
、接地導体１２上のアスペリティは、順応性接着層１０を突き破り、意図されたように電
気的接触を確立し得る。
【００３１】
　図８ａ～８ｃは、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの、３つの他の代表的な
実施形態を示す。図８ａ～８ｃはとりわけ、遮蔽された電気ケーブルにおける接地導体の
配置の実施例を図示することを意図する。遮蔽された電気ケーブルの一態様は、遮蔽の適
切な接地である。本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルは、多くの方法で接地する
ことができる。一態様では、接地導体は、接地導体を接地することにより遮蔽フィルムも
接地するように、遮蔽フィルムの少なくとも１つと電気的に接触する。この配列において
、接地導体はまた、「ドレイン線」と呼ばれる場合がある。別の態様において、接地導体
は、遮蔽フィルムと電気的に接触しないが、例えばプリント基板上のコンタクト要素など
、任意の好適な終端ポイントの任意の好適な個々のコンタクト要素に単独で終端され得る
、ケーブル構造体における個々の要素である。この配列において、接地導体はまた、「接
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地線」と呼ばれる場合がある。図８ａは、接地導体が遮蔽フィルムの外側に配置される発
明の一態様による遮蔽された電気ケーブルの代表的な実施形態を図示する。図８ｂ～８ｃ
は、接地導体が遮蔽フィルム間に配置され、かつ伝導体セットに含まれる場合がある、本
発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの２つの実施形態を図示する。１つ以上の接地
導体は、遮蔽フィルムの外側に、遮蔽フィルムの間に、又は両方の組み合わせで、任意の
好適な位置に配置されてもよい。
【００３２】
　図８ａを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１２０２は、単一の伝導体セット１２０
４を含む。伝導体セット１２０４は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体１２０６
を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム１２０８は、伝導体セット１２０４の周辺に配置
される。順応性接着層１２１０が、遮蔽フィルム１２０８の間に配置され、遮蔽フィルム
１２０８を互いに伝導体セット１２０４の両面上で結合する。絶縁導体１２０６は、概ね
単一平面に、かつ二芯同軸又は差動ペアケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽された
電気ケーブル１２０２は、遮蔽フィルム１２０８の外側に配置された複数の接地導体１２
１２を更に含む。接地導体１２１２は、伝導体セット１２０４の上に、これの下に、又は
両面上に配置される。任意に、遮蔽された電気ケーブル１２０２は、遮蔽フィルム１２０
８及び接地導体１２１２を包囲する保護フィルム１２２０を含む。保護フィルム１２２０
は、保護層１２２０ａと、保護層１２２０ａを遮蔽フィルム１２０８及び接地導体１２１
２に結合する接着層１２２０ｂと、を含む。あるいは、遮蔽フィルム１２０８及び接地導
体１２１２は、例えば導電性ブレイドなどの外側の導電性遮蔽部、及び外側の絶縁ジャケ
ット（図示せず）によって包囲されてもよい。
【００３３】
　図８ｂを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１３０２は、単一の伝導体セット１３０
４を含む。伝導体セット１３０４は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体１３０６
を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム１３０８は、伝導体セット１３０４の周辺に配置
される。順応性接着層１３１０は、遮蔽フィルム１３０８間に配置され、遮蔽フィルム１
３０８を互いに伝導体セット１３０４の両面上で結合する。絶縁導体１３０６は、概ね単
一平面に、かつ二芯同軸又は差動ペアケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽された電
気ケーブル１３０２は、遮蔽フィルム１３０８間に配置される複数の接地導体１３１２を
更に含む。接地導体１３１２の２つは、伝導体セット１３０４に含まれ、接地導体１３１
２の２つは、伝導体セット１３０４から離間される。
【００３４】
　図８ｃを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１４０２は、単一の伝導体セット１４０
４を含む。伝導体セット１４０４は、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体１４０６
を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム１４０８は、伝導体セット１４０４の周辺に配置
される。順応性接着層１４１０は、遮蔽フィルム１４０８間に配置され、蔽フィルム１４
０８を互いに伝導体セット１４０４の両面上で結合する。絶縁導体１４０６は、概ね単一
平面に、かつ二芯同軸又は差動ペアケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽された電気
ケーブル１４０２は、遮蔽フィルム１４０８間に配置される複数の接地導体１４１２を更
に含む。接地導体１４１２の全ては、伝導体セット１４０４に含まれる。接地導体１４１
２の２つ、及び絶縁導体１４０６は、概ね単一平面に配置される。
【００３５】
　図９ａ～９ｂは、プリント基板に終端された本発明の一態様による電気式アセンブリの
代表的な実施形態を図示する。電気式アセンブリ１５００は、遮蔽された電気ケーブル１
５０２及び導電性ケーブルクリップ１５２２を含む。遮蔽された電気ケーブル１５０２は
、概ね単一平面に配置される複数の離間された伝導体セット１５０４を含む。各伝導体セ
ットは、２つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体１５０６を含む。２つの概ね平行な遮
蔽フィルム１５０８は、伝導体セット１５０４の周辺に配置される。順応性接着層１５１
０は、遮蔽フィルム１５０８間に配置され、遮蔽フィルム１５０８を互いに各伝導体セッ
ト１５０４の両面上で結合する。ケーブルクリップ１５２２は、遮蔽フィルム１５０８の
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少なくとも１つが、ケーブルクリップ１５２２に電気的に接触するようにクランプされる
か、ないしは別の方法で、遮蔽された電気ケーブル１５０２の終端部に取り付けられる。
ケーブルクリップ１５２２は、例えばプリント基板１５１４上のコンタクト要素１５１６
など、接地基準への終端用に構成され、遮蔽された電気ケーブル１５０２と接地基準との
間の接地接続を確立する。ケーブルクリップは、いくつかの例を挙げると、はんだ付け、
溶接、圧締め、機械的圧締め、及び接着結合を含む任意の好適な方法を使用して接地基準
に終端されてもよい。終端時に、ケーブルクリップ１５２２は、終端ポイントのコンタク
ト要素（例えば、プリント基板１４上のコンタクト要素１６など）への、遮蔽された電気
ケーブル１５０２の絶縁導体１５０６の伝導体の終端部の終端を促進し得る。遮蔽された
電気ケーブル１５０２は、遮蔽フィルム１５０８の少なくとも１つに加えて、又はこれの
代わりに、ケーブルクリップ１５２２に電気的に接触し得る、本明細書に記載されるよう
な１つ以上の接地導体を含んでもよい。
【００３６】
　図１０ａ～１０ｇは、本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的
な方法を示す。とりわけ、図１０ａ～１０ｇは、図１に示される遮蔽された電気ケーブル
２を作製する代表的な方法を図示する。
【００３７】
　図１０ａに図示される工程では、絶縁導体６は、任意の好適な方法（例えば押出成形）
を使用して形成される。絶縁導体６は、任意の好適な長さで形成されてもよい。絶縁導体
６は次いで、そのように提供されてもよく、又は所望の長さに切断されてもよい。接地導
体１２は、同様な方式（図示せず）で形成され、提供されてもよい。図１０ｂに図示され
ている工程において、遮蔽フィルム８が形成される。任意の好適な方法、例えば連続ワイ
ドウェブプロセスなどを使用して、単一層又は多層ウェブが形成されてもよい。遮蔽フィ
ルム８は、任意の好適な長さで形成されてもよい。遮蔽フィルム８は次いで、そのように
提供されてもよく、又は所望の長さ及び／又は幅に切断されてもよい。遮蔽フィルム８は
、横断する部分的な折れ目を有するように事前に形成されて、長手方向の可撓性を増加さ
せてもよい。図１０ｂに示されるように、遮蔽フィルム８は順応性接着層１０を含み、こ
れは任意の好適な方法（例えば積層又はスパッタリング）を使用して、遮蔽フィルム８上
に形成され得る。図１０ｃに図示されている工程では、複数の絶縁導体６、接地導体１２
、及び遮蔽フィルム８が提供される。形成ツール２４が提供される。形成ツール２４は、
遮蔽された電気ケーブル２の断面形状に対応する形状を有し、かつ咬合部２８を含む、１
対の形成ロール２６ａ、２６ｂを含む。絶縁導体６、接地導体１２、及び遮蔽フィルム８
は、遮蔽された電気ケーブル２の構成によって配置され、形成ロール２６ａ，２６ｂに近
接して配置され、この後に、それらは形成ロール２６ａ、２６ｂの咬合部２８に同時に供
給され、形成ロール２６ａと２６ｂとの間に配置される。形成ツール２４は、伝導体セッ
ト４及び接地導体１２の周辺に遮蔽フィルム８を形成し、遮蔽フィルム８を互いに、各伝
導体セット４及び接地導体１２の両面上で結合する。結合を促進するために熱が適用され
てもよい。この実施形態では、伝導体セット４及び接地導体１２の周辺に遮蔽フィルム８
を形成すること、並びに遮蔽フィルム８を互いに、各伝導体セット４及び接地導体１２の
両面上で結合することは単一操作で生じるが、他の実施形態では、これらの工程は別個の
操作で生じる場合がある。図１０ｄは、形成ツール２４によってそれが形成されるときの
遮蔽された電気ケーブル２を図示する。図１０ｅに図示されている工程では、長手方向の
分割部１８は伝導体セット４間に形成される。分割部１８は任意の好適な方法、例えばレ
ーザー切断又はパンチング等を使用して、遮蔽された電気ケーブル２に形成されてもよい
。図１０ｆで図示されている工程では、遮蔽された電気ケーブル２の遮蔽フィルム８が折
り畳まれて、外側の導電性遮蔽体３０が、任意の好適な方法を使用して、折り畳まれた遮
蔽フィルム８の周辺に提供される。図１０ｇに図示されている工程では、外側ジャケット
３２が、例えば押出成形など任意の好適な方法を使用して、外側の導電性遮蔽体３０の周
辺に提供される。他の実施形態では、外側の導電性遮蔽体３０は省略されてもよく、外側
ジャケット３２は、折り畳まれた遮蔽フィルム８の周辺に提供されてもよい。
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【００３８】
　図１１ａ～１１ｃは、本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルを作製する代表的
な方法の詳細を示す正面断面図を図示する。図１１ａ～１１ｃはとりわけ、遮蔽フィルム
の成形及び結合中に、順応性接着層の適合の実施例を図示することを意図する。
【００３９】
　図１１ａに示される工程において、絶縁導体１６０６、絶縁導体１６０６から離間され
た接地導体１６１２、及び２つの遮蔽フィルム１６０８が提供される。遮蔽フィルム１６
０８はそれぞれ順応性接着層１６１０を含む。図１１ｂ～１１ｃに図示される工程におい
て、遮蔽フィルム１６０８は、絶縁導体１６０６及び接地導体１６１２の周辺に形成され
、互いに結合される。最初は、図１１ｂに示されるように、順応性接着層１６１０は、そ
の元の厚さをまだ有している。遮蔽フィルム１６０８の形成及び結合が進むとき、順応性
接着層１６１０は、遮蔽された電気ケーブル１６０２の所望の機械及び電気の性能特性を
達成するように適合する。とりわけ、図１１ｃに図示されるように、順応性接着層１６１
０は、絶縁導体１６０６及び接地導体１６１２の両面上の遮蔽フィルム１６０８間で、よ
り薄く適合し、順応性接着層１６１０の一部分は、これらの領域から離れて移動する。更
に、順応性接着層１６１０は、絶縁導体１６０６及び接地導体１６１２に直接隣接する領
域においてより厚く適合し、絶縁導体１６０６及び接地導体１６１２に実質的に適合し、
順応性接着層１６１０の一部分はこれらの領域内に移動する。更に、順応性接着層１６１
０は適合し、遮蔽フィルム１６０８と接地導体１６１２との間で効果的に除去され、順応
性接着層１６１０は、接地導体１６１２が遮蔽フィルム１６０８に電気的に接触するよう
に、これらの領域から離れて移動する。
【００４０】
　特定の例示の実施形態では、本発明の一態様による遮蔽された電気ケーブルは、伝導体
セットの一方の側又は両側に配置される移行部分を含む。この移行部分は、遮蔽された電
気ケーブルの高い製造性、並びに歪み及び応力緩和を提供するように構成される。この移
行部分を、遮蔽された電気ケーブルの長さに沿って、実質的に一定の構成（寸法、形状、
及び内容物などの態様を含む）で維持することは、遮蔽された電気ケーブルが実質的に均
一な電気的特性、例えばインピーダンス、スキュー、挿入損失、反射、モード変換、アイ
開口率、及びジッターなどを有することを促進する。更に、例えば、伝導体セットが、概
ね単一平面に配置され、効果的に二芯同軸若しくは差動ペアケーブル構成に配置される２
つの実質的に平行な長手方向の絶縁導体を含む実施形態などの特定の実施形態では、この
移行部分を、遮蔽された電気ケーブルの長さに沿った実質的に一定の構成で維持すること
は、伝導体セットにおける両方の伝導体にとって、理想的な同心性のケースから実質的に
同じ電磁場の偏差を提供する。したがって、遮蔽された電気ケーブルの長さに沿った、こ
の移行部分の構成の綿密な制御は、ケーブルの電気性能に寄与する。図１２ａ～１４ｂは
、伝導体セットの一方の側又は両側に配置される移行部分を含む、本発明の態様による遮
蔽された電気ケーブルの様々な代表的な実施形態を図示する。
【００４１】
　ここで図１２ａ～１２ｂを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１７０２は、単一の伝
導体セット１７０４を含む。伝導体セット１７０４は、単一の長手方向の絶縁導体１７０
６を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム１７０８は、伝導体セット１７０４の周辺に配
置される。任意の順応性接着層１７１０が、遮蔽フィルム１７０８間に配置され、遮蔽フ
ィルム１７０８を互いに伝導体セット１７０４の両面上で結合する。絶縁導体１７０６は
、同軸又はシングルエンドケーブル構成に効果的に配置される。遮蔽フィルム１７０８は
、導電性層１７０８ａ及び非導電性高分子層１７０８ｂを含む。導電性層１７０８ａは、
絶縁導体１７０６に面する。遮蔽フィルム１７０８のこの構成は、図７ｂに示される遮蔽
フィルム９０８の構成と類似している。あるいは、遮蔽フィルム１７０８の構成は、例え
ば、図７ａに示される遮蔽フィルム８０８、図７ｃに示される遮蔽フィルム１００８、又
は図７ｄに示される遮蔽フィルム１１０８の構成と類似であってもよい。遮蔽フィルム１
７０８は、絶縁導体１７０６と実質的に同心である同心部分１７０８’と、遮蔽フィルム



(14) JP 6157342 B2 2017.7.5

10

20

30

40

50

１７０８が実質的に平行である平行部分１７０８”と、を含む。一実施形態では、遮蔽フ
ィルム１７０８は、単一の平行部分１７０８”を含んでもよい。遮蔽された電気ケーブル
１７０２は、伝導体セット１７０４の両側に配置される移行部分１７３４を更に含む。他
の実施形態において、遮蔽された電気ケーブル１７０２は、伝導体セット１７０４の一方
の面上のみに配置される移行部分１７３４を含み得る。移行部分１７３４は、遮蔽フィル
ム１７０８及び伝導体セット１７０４によって画定され、遮蔽フィルム１７０８の同心部
分１７０８’と平行部分１７０８”との間に緩やかな移行を提供する。例えば直角の移行
又は移行ポイント（移行部分と反対に）など、急な移行とは反対に、緩やかな移行、例え
ば実質的にＳ字状の移行は、遮蔽フィルム１７０８に、移行部分１７３４における応力緩
和を提供し、遮蔽された電気ケーブル１７０２が使用中である場合に、例えば遮蔽された
電気ケーブル１７０２を横方向若しくは軸方向に曲げるときに、遮蔽フィルム１７０８へ
の損傷を防ぐ。この損傷には、例えば導電性層１７０８ａにおける破壊、及び／又は導電
性層１７０８ａと非導電性高分子層１７０８ｂとの間の剥離が含まれ得る。更に、緩やか
な移行は、遮蔽された電気ケーブル１７０２の製造における遮蔽フィルム１７０８への損
傷（導電性層１７０８ａ及び／又は非導電性高分子層１７０８ｂの亀裂若しくは剪断が含
まれ得る）を防ぐ。
【００４２】
　伝導体セットの一方の側又は両側に移行部分を含む、本発明の態様による遮蔽された電
気ケーブルの構成は、従来のケーブル構成（例えば、遮蔽部が概ね連続的に単一の絶縁導
体の周辺に配置されている理想的な同軸ケーブル、あるいは遮蔽部が絶縁導体の対の周辺
に概ね連続的に配置される理想的二芯同軸ケーブル）からの離脱を表す。これらの理想的
ケーブル構成は、理想的な電磁場プロファイルを提供するが、これらのプロファイルは、
許容可能な電気的特性を達成するためには必ずしも必要ではない。本発明の態様による遮
蔽された電気ケーブルにおいて、許容可能な電気的特性は、移行部分の電気的な影響を最
小限にすることによって（例えば移行部分の寸法を最小限にすることによって、及び遮蔽
された電気ケーブルの長さに沿って、移行部分の構成を綿密に制御することによって）達
成することができる。移行部分の寸法を最小限にすることは、キャパシタンス偏差を最小
限にし、複数の伝導体セット間で必要とされる間隔を最小限にし、これによって、伝導体
セットのピッチを減少させ、及び／又は伝導体セット間の電気的絶縁を増加させる。遮蔽
された電気ケーブルの長さに沿った、移行部分の構成の綿密な制御は、予測可能な電気的
挙動及び不変性を得ることに寄与し、これは、高速伝送線にとって重要であり、電気的デ
ータが確実に送信されるように高速伝送線には重要であり、移行部分の寸法が最小限にす
ることができない場合、より重要となる。検討されることが多い電気的特性は、伝送線の
特性インピーダンスである伝送線の長さに沿ったインピーダンスの変動により、電力が標
的に伝送されずに、反射してソースに戻される場合がある。理想的には、伝送線は、その
長さに沿ってインピーダンスの変動は有しないが、対象用途によって、５～１０％の変動
は許容可能である場合がある。二芯同軸ケーブル（差動駆動）で検討されることが多い別
の電気的特性は、それらの長さの少なくとも一部分に沿って、１つのペアの２つの伝送ラ
インの、スキュー、すなわち同等でない転送速度である。スキューは、差動信号のコモン
モード信号への変換を生じさせ、これはソースに反射して戻される場合があり、伝送され
た信号強度を減少させ、電磁放射線を生じさせ、特定のジッターにおいてビット誤り率を
著しく増大させる。理想的には、一対の伝送線はスキューを有さないが、対象用途によっ
て－２５～－３０ｄＢ未満から、対象の周波数まで（例えば６ＧＨｚ）の差動モードのＳ
パラメータ（differential S-parameter）ＳＣＤ２１若しくはＳＣＤ１２値（伝送ライン
の１つの端部から他方へと、差動モードからコモンモードへの変換を表す）が許容可能で
あり得る。あるいは、スキューはタイムドメインで測定され、要求される仕様と比較する
ことができる。対象用途によって、約２０ピコ秒／メートル（ｐｓ／ｍ）未満、好ましく
は約１０ｐｓ／ｍ未満が許容可能であり得る。
【００４３】
　図１２ａ～１２ｂに戻って参照すると、一部分において許容可能な電気的特性の達成を



(15) JP 6157342 B2 2017.7.5

10

20

30

40

50

助けるために、遮蔽された電気ケーブル１７０２の移行部分１７３４は、絶縁導体１７０
６の断面積１７０６ａよりも小さい断面積１７３４ａをそれぞれ含み得る。図１２ｂに最
もよく示されるように、移行部分１７３４の断面積１７３４ａは、移行ポイント１７３４
’（遮蔽フィルム１７０８が、絶縁導体１７０６と実質的に同心状態から逸脱する）及び
移行ポイント１７３４”（遮蔽フィルム１７０８は実質的に平行な状態から逸脱する）に
よって画定される。更に、各断面積１７３４ａは、ボイド部分１７３４ｂを含む場合があ
る。ボイド部分１７３４ｂは、実質的に同じであってもよい。更に、順応性接着層１７１
０は、同心部分１７０８’において厚さＴａｃ、及び同心部分１７０８’における厚さＴ

ａｃよりも大きい厚さを移行部分１７３４において有する場合がある。同様に、順応性接
着層１７１０は、平行部分１７０８”において厚さＴａｐ、及び平行部分１７０８”にお
ける厚さＴａｐよりも大きい厚さを移行部分１７３４において有する場合がある。順応性
接着層１７１０は、断面積１７３４ａの少なくとも２５％を表す場合がある。断面積１７
３４ａにおける順応性接着層１７１０の存在、特に厚さＴａｃ又は厚さＴａｐよりも大き
い厚さは、移行部分１７３４の強度に寄与する。遮蔽された電気ケーブル１７０２の様々
な要素の製造プロセス及び材料特性を綿密に制御することは、移行部分１７３４における
ボイド部分１７３４ｂ及び順応性接着層１７１０の厚さにおける変動を低減することがで
き、これは断面積１７３４ａのキャパシタンスにおける変動を低減し得る。遮蔽された電
気ケーブル１７０２は、絶縁導体１７０６の断面積１７０６ａと実質的に等しい、又はこ
れよりも小さい断面積１７３４ａを含む、伝導体セット１７０４の一方の側又は両側に配
置される移行部分１７３４を含み得る。遮蔽された電気ケーブル１７０２は、絶縁導体１
７０６の長さに沿って実質的に同じである断面積１７３４ａを含む、伝導体セット１７０
４の一方の側又は両側に配置される移行部分１７３４を含み得る。例えば、断面積１７３
４ａは、１ｍの長さにわたって５０％未満変化する場合がある。遮蔽された電気ケーブル
１７０２は、それぞれが断面積１７３４ａを含む伝導体セット１７０４の両側に配置され
る移行部分１７３４を含む場合があり、断面積１７３４ａの合計は絶縁導体１７０６の長
さに沿って実質的に同じである。例えば、断面積１７３４ａの合計は、１ｍの長さにわた
って５０％未満変化する場合がある。遮蔽された電気ケーブル１７０２は、それぞれが断
面積１７３４ａを含み、断面積１７３４ａが実質的に同じである、伝導体セット１７０４
の両側に配置される移行部分１７３４を含み得る。遮蔽された電気ケーブル１７０２は、
移行部分１７３４が実質的に同一である、伝導体セット１７０４の両側に配置される移行
部分１７３４を含み得る。絶縁導体１７０６は、絶縁厚さＴｉを有し、移行部分１７３４
は絶縁厚さＴｉ未満である側部長さＬｔを有してもよい。絶縁導体１７０６は直径Ｄｃを
有し、移行部分１７３４は、直径Ｄｃ未満である側部長さＬｔを有してもよい。上記の様
々な構成は、所望の範囲に留まる特性インピーダンス、例えば、ターゲットインピーダン
ス値の５～１０％以内（例えば５０オーム）を所望の長さ（例えば１ｍ）にわたって提供
してもよい。
【００４４】
　遮蔽された電気ケーブル１７０２の長さに沿って移行部分１７３４の構成を制御する要
因には、いくつかの例を挙げると、製造プロセス、導電性層１７０８ａ及び非導電性高分
子層１７０８ｂの厚さ、順応性接着層１７１０、並びに絶縁導体１７０６と遮蔽フィルム
１７０８との間の結合強度が挙げられる。
【００４５】
　一態様において、伝導体セット１７０４、遮蔽フィルム１７０８、及び移行部分１７３
４は協働してインピーダンス制御関係に構成される。インピーダンス制御関係は、伝導体
セット１７０４、遮蔽フィルム１７０８、及び移行部分１７３４が協働して遮蔽された電
気ケーブルの特性インピーダンスを制御するように構成される。
【００４６】
　図１３ａ～１３ｂは、２つの絶縁導体を含む、本発明の態様による遮蔽された電気ケー
ブルの、２つの他の代表的な実施形態を図示する。図１３ａを参照して、遮蔽された電気
ケーブル１８０２は、２つの実質的に平行な長手方向の個々に絶縁された導体１８０６を
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含む単一の伝導体セット１８０４を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルム１８０８は、伝
導体セット１８０４の周辺に配置される。任意の順応性接着層１８１０が、遮蔽フィルム
１８０８の間に配置され、遮蔽フィルム１８０８を互いに伝導体セット１８０４の両面上
で結合する。絶縁導体１８０６は、概ね単一平面に、かつ二芯同軸又は差動ペアケーブル
構成に配置される。遮蔽フィルム１８０８は、導電性層１８０８ａ及び非導電性高分子層
１８０８ｂを含む。導電性層１８０８ａは、絶縁導体１８０６に面する。遮蔽フィルム１
８０８は、対応する絶縁導体１８０６と実質的に同心である同心部分１８０８’と、遮蔽
フィルム１８０８が実質的に平行である平行部分１８０８”と、を含む。遮蔽された電気
ケーブル１８０２は、それぞれが断面積１８３４ａを含む伝導体セット１８０４の両側に
配置される移行部分１８３４を含み、断面積１８３４ａの合計は絶縁導体１８０６の長さ
に沿って実質的に同じである。例えば、断面積１８３４ａの合計は、１ｍの長さにわたっ
て５０％未満変化する場合がある。更に、断面積１８３４ａは実質的に同じであり、移行
部分１８３４は実質的に同一である。移行部分１８３４のこの構成は、所望の長さ（例え
ば１ｍなど）にわたってターゲットインピーダンス値の所望の範囲、例えば５～１０％以
内に両方とも留まる、各絶縁導体１８０６（シングルエンド）のための特性インピーダン
ス、及び差動インピーダンスを提供してもよい。更に、移行部分１８３４のこの構成は、
それらの長さの少なくとも一部分に沿って２つの絶縁導体１８０６のスキューを最小限に
することができる。図１３ｂを参照すると、遮蔽された電気ケーブル１９０２は、遮蔽さ
れた電気ケーブル１８０２と類似している。遮蔽された電気ケーブル１８０２が個々に絶
縁導体１８０６を有するのに対して、遮蔽された電気ケーブル１９０２は一緒に絶縁導体
１９０６を有する。それにも関わらず、移行部分１９３４は移行部分１８３４と同一であ
り、遮蔽された電気ケーブル１９０２に同じ利益をもたらす。
【００４７】
　図１４ａ～１４ｂは、２つの絶縁導体を含む、本発明の態様による遮蔽された電気ケー
ブルの、２つの他の代表的な実施形態を図示する。これらの代表的な実施形態は、移行部
分の位置及び構成におけるバリエーションを図示することを意図する。遮蔽された電気ケ
ーブル２００２（図１４ａ）及び２１０２（図１４ｂ）は、遮蔽された電気ケーブル１８
０２と類似している。遮蔽された電気ケーブル１８０２では、遮蔽フィルム１８０８の平
行部分１８０８”及び絶縁導体１８０６が概ね単一平面に配置されるのに対して、遮蔽さ
れた電気ケーブル２００２及び２１０２では、遮蔽フィルム２００８及び２１０８の平行
部分２００８”及び２１０８”、並びに絶縁導体２００６及び２１０６は異なる平面に配
置される。結果として、移行部分２０３４及び２１３４は異なる位置及び構成を有する。
移行部分２０３４及び２１３４が、対応する絶縁導体２００６及び２１０６に対して実質
的に対称に配置されるということ、及び移行部分２０３４及び２１３４の構成が、遮蔽さ
れた電気ケーブル２００２及び２１０２の長さに沿って綿密に制御されているということ
などの理由により、遮蔽された電気ケーブル２００２及び２１０２は、許容可能な電気特
性を依然として提供するように構成される。
【００４８】
　更なる例示の実施形態において、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルは、概ね
単一平面に配置される複数の離間された伝導体セットを含む。各伝導体セットは、１つ以
上の実質的に平行な長手方向の絶縁導体を含む。２つの概ね平行な遮蔽フィルムは伝導体
セットの周辺に配置され、伝導体の少なくとも１つと実質的に同心である複数の同心部分
と、遮蔽フィルムが実質的に平行である複数の平行部分と、を含む。遮蔽フィルム及び伝
導体セットによって画定される複数の移行部分は、遮蔽フィルムの同心部分と平行部分と
の間に緩やかな移行を提供する。移行部分は、各伝導体セットの両側に配置され得る。例
えば、遮蔽された電気ケーブルは１つ以上の伝導体セット１７０４（絶縁導体１７０６が
同軸若しくはシングルエンドケーブル構成に効果的に配置されている）と、１つ以上の伝
導体セット１８０４（絶縁導体１８０６が二芯同軸若しくは差動ペアケーブル構成に効果
的に配置される）の組み合わせを含んでもよい。伝導体セット、遮蔽フィルム、及び移行
部分は協働してインピーダンス制御関係に構成されてもよい。
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【００４９】
　以下の項目は、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブルの代表的な実施形態である
。
【００５０】
　項目１は、１つ以上の実質的に平行な長手方向の絶縁導体を含む伝導体セットと、この
伝導体セットの周辺に配置される２つ概ね平行な遮蔽フィルムであって、伝導体の少なく
とも１つと実質的に同心である同心部分と、遮蔽フィルムが実質的に平行である平行部分
と、を含む、遮蔽フィルムと、遮蔽フィルム及び伝導体セットによって画定され、遮蔽フ
ィルムの同心部分と平行部分との間に緩やかな移行を提供する、移行部分と、を含む、遮
蔽された電気ケーブルである。
【００５１】
　項目２は、移行部分が、伝導体の実質的に断面積以下である断面積を含む、項目１の遮
蔽された電気ケーブルである。
【００５２】
　項目３は、移行部分が、伝導体の長さに沿って実質的に同じである断面積を含む、項目
１の遮蔽された電気ケーブルである。
【００５３】
　項目４は、遮蔽された電気ケーブルが、伝導体セットの両側に配置される移行部分を含
む、項目１の遮蔽された電気ケーブルである。
【００５４】
　項目５は、移行部分がそれぞれ、断面積を含み、断面積の合計は、伝導体の長さに沿っ
て実質的に同じである、項目４の遮蔽された電気ケーブルである。
【００５５】
　項目６は、移行部分がそれぞれ、断面積を含み、断面積は実質的に同じである、項目４
の遮蔽された電気ケーブルである。
【００５６】
　項目７は、移行部分が実質的に同一である、項目４の遮蔽された電気ケーブルである。
【００５７】
　項目８は、移行部分がそれぞれ、ボイド部分を有する断面積を含み、このボイド部分は
実質的に同じである、項目４の遮蔽された電気ケーブルである。
【００５８】
　項目９は、遮蔽フィルム間に配置され、この遮蔽フィルムを互いに、伝導体セットの両
面上で結合させる順応性接着層を更に含む、項目１の遮蔽された電気ケーブルである。
【００５９】
　項目１０は、順応性接着層が、同心部分における厚さと、この同心部分における厚さよ
りも大きい、移行部分における厚さと、を有する、項目９の遮蔽された電気ケーブルであ
る。
【００６０】
　項目１１は、順応性接着層が、平行部分における厚さと、この平行部分における厚さよ
りも大きい、移行部分における厚さと、を有する、項目９の遮蔽された電気ケーブルであ
る。
【００６１】
　項目１２は、移行部分が断面積を含み、順応性接着層が、この断面積の少なくとも少な
くとも２５％を表す、項目９の遮蔽された電気ケーブルである。
【００６２】
　項目１３は、絶縁導体が絶縁厚さを有し、移行部分が絶縁厚さ未満の横方向長さを有す
る、項目１の遮蔽された電気ケーブルである。
【００６３】
　項目１４は、移行部分が、伝導体の直径未満である横方向長さを有する、項目１の遮蔽
された電気ケーブルである。
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【００６４】
　項目１５は、伝導体セット、遮蔽フィルム、及び移行部分が協働してインピーダンス制
御関係に構成される、項目１の遮蔽された電気ケーブルである。
【００６５】
　項目１６は、概ね単一平面に配置される複数の離間された伝導体セットであって、各伝
導体セットは、１つ以上の実質的に平行な長手方向の絶縁導体を含む、伝導体セットと、
この伝導体セットの周辺に配置される２つの概ね平行な遮蔽フィルムであって、伝導体の
少なくとも１つと実質的に同心である複数の同心部分と、遮蔽フィルムが実質的に平行で
ある複数の平行部分と、を含む、遮蔽フィルムと、この遮蔽フィルム及び伝導体セットに
よって画定され、遮蔽フィルムの同心部分と平行部分との間に緩やかな移行を提供する、
複数の移行部分と、を含む、遮蔽された電気ケーブルである。
【００６６】
　項目１７は、移行部分が各伝導体セットの両側に配置される、項目１６の遮蔽された電
気ケーブルである。
【００６７】
　項目１８は、伝導体セット、遮蔽フィルム、及び移行部分が協働してインピーダンス制
御関係に構成される、項目１７の遮蔽された電気ケーブルである。
【００６８】
　以上、好適な実施形態の説明を目的として特定の実施形態を本明細書に図示、説明した
が、同様の目的を達成することが予想される広範な代替的かつ／又は同等の実施の態様を
、本発明の範囲を逸脱することなく、図示及び説明された特定の実施形態に置き換えるこ
とができる点は当業者には認識されるであろう。機械的、電気機械的、及び電気的分野に
おける当業者であれば、本発明が広範な実施形態で実施しうる点は直ちに認識されるであ
ろう。本出願は、本明細書で考察した好適な実施形態のあらゆる適合形態又は変形例を含
むものである。したがって、本発明が「特許請求の範囲」及びその均等物によってのみ限
定される点を明示するものである。
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